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帝国石油株式会社

東京都渋谷区幡ヶ谷１丁目３１番１０号
総務部文書課長
渡辺　毅 (03)3466-1237       

平成 年 月期 中間決算短信

上場会社名
コード番号
本社所在地
問合せ先 責任者役職名

氏        名 ＴＥＬ 
中間決算取締役会開催日

年 月中間期の業績 ( 平成

平成 年

27,996 40.3
19,956 2.4

4,250 △4.7
4,461 0.9

5,115 4.0
4,917 49.2

3,317 △6.5
3,546 13.4

289,894,725
266,200,000

146,774
123,921

115,448
100,398

78.7
81.0

11,482

(1)経営成績

1 . )

12年6月中間期
11年6月中間期

売上高 (対前年中間期増減率)

百万円 ％

( )
( )

営業利益

百万円 ％

( )
( )

経常利益

百万円 ％

( )
( )

12年6月中間期
11年6月中間期

中間(当期)純利益

百万円 ％

( )
( )

1株当たり
中間(当期)純利益

1.期中平均株式数
株

株

(3)財政状態

12年6月中間期
11年6月中間期

総  資  産

百万円

株主資本

百万円

株主資本比率

％

1株当たり株主資本

2.中間期末の有価証券の評価損益 百万円

2.会計処理の方法の変更

売  上  高

年 月期の業績予想2 .

(参考)1株当たり予想当期純利益 円 銭

1 2 1 2

12 6

12 12

月 日12 8 4

平成 年 月 日12 8 4

年 月12 1 1 日～平成 年 月 日12 6 30

11 44
13 32

377 12

377 15

( ～ )平成 年 月 日12 1 1 平成 年 月 日12 12 31

76

有 無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）百万円未満の金額は切り捨てて表示している。

中間配当支払開始日 平成 年 月 日12 9 8
中間配当制度の有無 有 無

12年6月中間期
11年6月中間期

(2)配当状況

12年6月中間期
11年6月中間期

1株当たり
中間配当金

2 75
2 75

(注)

特別配当
0 00
0 00

12年6月中間期配当金の内訳

306,130,000 株
株 （額面株式、1単位の株式数 1,000株）

3.中間期末のデリバティブ取引の評価損益 百万円

1株当たり年間配当金

期     末

5055,000
百万円

経常利益

5,600
百万円

75

当期純利益

4,400
百万円

266,200,000

41,180 6,392 6,01011年12月期

(対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率)

(対前年中間期増減率)

4,29411年12月期 16 13

会計処理基準

中間財務諸表作成基準

中間財務諸表作成基準

(注)

266,200,000 株11年12月期

円 銭5 50

1株当たり
年間配当金

11年12月期

記念配当

131,722 100,414 76.211年12月期 377 21

1.期末発行済株式数
12年6月中間期
11年6月中間期

(注)

11年12月期 株266,200,000

12年12月期

上場取引所 東 大 名 1部 2部 外国部 京 広 福 新 札

14

円 銭

円 銭 円 銭

円 銭

円 銭 円 銭
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添 付 資 料 
 

１．経１．経１．経１．経    営営営営    方方方方    針針針針    
(1)(1)(1)(1)経営の基本方針経営の基本方針経営の基本方針経営の基本方針    

当社は、資源の乏しいわが国において、エネルギーの大宗を占める石油・天然ガ

スの安定供給という社会的使命を果たすことを経営の基本方針としております。特

に、天然ガスは、環境に優しいクリーンなエネルギーとして注目を集めております

ので、当社といたしましては、天然ガスの一層の需要開拓に努め、地球環境との調

和を図ってまいります。 

近年、エネルギー分野における競争が激化しつつありますが、当社は、事業環境

の変化に対しましても、「如何なる状況をも克服し得る企業体制の確立」を常に念

頭に置き、安定的な経営基盤の確立を目指してまいりたいと存じます。 

 

(2)(2)(2)(2)利益配分に関する基本方針利益配分に関する基本方針利益配分に関する基本方針利益配分に関する基本方針 

当社の利益配分に関しましては、株主各位への安定的な配当を継続することを基

本方針としております。 

一方、当社は、社会生活に欠くことのできない石油・天然ガスの供給という公共

性の高い事業を営んでいることから、長期にわたる安定的な供給体制と経営基盤の

確立に努める必要があります。そのためには、探鉱活動を始めとする供給源の確保

並びに供給インフラの整備が不可欠でありますので、有効な事業投資を行い、将来

にわたる株主利益の確保に努めてまいりたいと考えております。 

また、内部留保資金につきましては、国内外の石油・天然ガス事業に対する投資

並びに天然ガスパイプラインの建設等に充当する予定であり、これにより経営基盤

の強化を図り、株主各位のご期待に添うべく努力してまいりたいと存じます。 

 

(3)(3)(3)(3)中長期的な経営戦略及び対処すべき課題中長期的な経営戦略及び対処すべき課題中長期的な経営戦略及び対処すべき課題中長期的な経営戦略及び対処すべき課題    

わが国の産業界は、かつてない厳しい競争と選別の時代を迎えております。エネ

ルギー業界におきましても、規制緩和、制度改革の推進に伴ってエネルギー間競争

が激化しており、効率がよく、安価で、かつクリーンなエネルギーの安定供給が社

会的要請にもなっております。 

こうした経営環境の中で、当社は、天然ガス供給を中心としたエネルギー事業の

上流から下流まで、あらゆる断面で様々な価値を社会に提供する総合エネルギー企

業を目指し、経営資源の最適な配分に意を用いていく所存であります。 

当社収益源の柱である天然ガスは、そのエネルギー体としての使いやすさに加え、

地球環境への低負荷が評価され、民生用はもとより産業用の原燃料としても堅調な

需要増加を続けてまいりました。また、省エネルギーを目的とした地域熱供給事業

やコージェネレーションなど、わが国においても新しい形でのガス利用の裾野が着
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実に拡がりつつあります。当社といたしましても、需要家のニーズを的確に捉え、

積極的な需要の開拓を進めてまいります。 

また、パイプラインは最も安定性と利便性に優れた天然ガス輸送手段であり、効

率的な需要開拓のためにはパイプライン網の整備、拡充が必須の条件となります。

当社はここ数年来、パイプラインネットワークの大動脈としての「新東京ライン」

の建設を行ってまいりましたが、今後も「松本ライン」、「甲府ライン」、「入間ライ

ン」と、順次ガス供給基盤の拡充を進めてまいります。こうした供給能力の増強を

背景に、新規需要の開拓はもとより、有機的に展開するネットワークを活用した新

規事業の開発も検討していく所存であります。 

併せて、天然ガスソースの多元化を図るため、ＬＮＧの導入についても具体的な

検討、準備を進めてまいります。 

一方、国内最大級の埋蔵量を有する南長岡ガス田は、今後とも長期にわたって当

社の主力ガスソースであり、この効率的な生産操業に努めてまいります。また、当

社にとりまして、石油、天然ガス埋蔵量の確保は最も重要な課題でありますので、

事業基盤をさらに強固なものとするため、新たな埋蔵量の拡大を目指し、積極的な

探鉱開発活動を推進してまいります。 

また、石油開発会社としての競争力を確保するため、海外における効率的な事業

展開はもう一つの重要な課題であります。これまで、その核となる地域や事業形態

の再評価、プロジェクト選定基準の明確化など、海外事業戦略再構築のための検討

を進めてまいりましたが、今日まで蓄積してきた経験と技術力を効果的に活用しな

がら海外事業を展開してまいる所存であります。 

さらに、日石三菱㈱及び日本石油開発㈱との業務提携による相乗効果を最大限

に引き出すよう、鋭意努力してまいりたいと存じます。 

当社といたしましては、これらの施策を推進し、業績の一層の向上を期する一

方、グループ全体にわたる事業構造の再構築や、組織、機構の改革にも取り組ん

でまいります。 

 

 

２．経２．経２．経２．経    営営営営    成成成成    績績績績    
(1)(1)(1)(1)当中間期の概況当中間期の概況当中間期の概況当中間期の概況    

上半期におけるわが国の経済は、民間設備投資が持ち直し、輸出も増加しましたが、

公共投資が落ち込んだほか、厳しい雇用・所得環境の中で個人消費も回復力に乏しい

状況が続くなど、本格的な景気回復には至りませんでした。 

この間の石油情勢でありますが、国際原油価格は、３月のＯＰＥＣの増産合意を受

けて一時的に下降したものの、世界的な石油在庫の低水準等を背景に総じて高値で推

移しました。これに伴い、国内におきましても原油価格は上昇傾向をたどりました。

しかし、国内石油製品価格につきましては、激しい販売競争もあり、原油価格の上昇

分が十分転嫁されるに至りませんでした。一方、国産天然ガス価格をとりまく環境は、
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規制緩和等を背景として引き続き厳しい状況下にあります。 

かかる環境の中で、当社は長期安定的なエネルギーの供給を目指し、国内外にお

ける積極的な探鉱、開発を展開するとともに、天然ガスの供給インフラ整備と新規

需要開拓に取り組んでまいりました。 

また、当社は、石油・天然ガス事業の上流から下流にわたる総合的な競争力の強化

と新たな事業展開を目的として、２月に日石三菱㈱及び日本石油開発㈱との間で包括

的な資本・業務提携を行うことに合意し、提携内容の具体化を進めております。 

上半期の業績につきましては、子会社 帝石トッピング・プラント㈱のオイルター

ミナルを通じ、他社石油製品の入出荷業務の受託を開始したことにより、これにかか

る石油製品の仕入販売が前年同期に比べ 67億 64 百万円の大幅増収となりました。加

えて、天然ガスの販売数量の増加と石油製品の販売価格の上昇等により、売上高は前

年同期に比べ 80 億 40 百万円（40.3％）増収の 279 億 96 百万円となりました。 

費用面では、上記仕入販売に伴い揮発油税及び石油製品買入高等が大幅に増加いた

しました。また、海外投資等損失引当金繰入額は減少しましたが、探鉱費及び新東京

ラインの減価償却費等の販売費が増加したため、経常利益は前年同期に比べ 1 億

98 百万円（4.0％）増益の 51億 15 百万円にとどまりました。また、当上半期より退

職給与引当金の計上基準を変更し、過年度引当不足額 20 億 42 百万円を特別損失に計

上したことなどにより、中間純利益は前年同期に比べ 2 億 29 百万円（6.5％）減

益の 33 億 17 百万円となりました。 

なお、中間配当金につきましては、平成 12 年８月４日開催の取締役会において１株

につき２円 75 銭に決定させていただきました。 

 

(2)(2)(2)(2)通期の見通し通期の見通し通期の見通し通期の見通し 

通期の業績見通しにつきましては、例年上半期に比べ下半期が大幅な減益となるた

め、現在のところ売上高 550 億円、経常利益 56億円、また当期純利益は 44億円と予

想しております。これは下半期において主力製品である天然ガスの都市ガス向け需要

が季節的要因により減少し、天然ガス売上高が減収となることによるものであります。 

また、期末配当金につきましては、前期と同様 1 株につき 2 円 75 銭を予定して

おります。 
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３．中間貸借対照表（資産の部） 

                                               （金額単位：百万円） 
   
 
           期   別  

 科   目          

当  中  間  期 

(平成12年６月30日) 

前 年  中  間  期 

(平成11年６月30日) 

前       期 

(平成11年12月31日) 

 

      

    (資 産 の 部) 
    

      
     

 

   流 動 資 産  ６９,９０４   ５９,４８９      ５４，５９８  
     

 
     

 

    現 金 及 び 預 金   ２１,２７５   １０,８１４       ９,９７６  

    売 掛 金   ５,２２９   ３,６８５       ７,５７６  

    有 価 証 券   ３６,２３８   ２９,６１７      ２８,７８４  

     棚 卸 資 産   ５,１６１   ９,７４９       ３,７８１ 
 

    短 期 債 権                    ６８５   ３,６２０       ３,８０１ 
 

    そ の 他   １,３５６   ２,０５１         ７２９  

    貸 倒 引 当 金   △４２   △４８         △５１ 
 

       
      

 

   固 定 資 産  ７６,８６９   ６４,４３１      ７７,１２３  
      

 
       

 

    有 形 固 定 資 産   ６２,８２６   ５２,４００      ６３,５１０  

     建 物   ６,４４９   ６,５６７       ６,５５４  

     構 築 物   ３６,６５３   １７,７８６      ３７,３９９  

     機 械 及 び 装 置   ７,８５２   ８,５９５       ８,３０６  

     建 設 仮 勘 定                 ５,３４５     １２,８１３       ４,７２６  

     そ の 他   ６,５２５   ６,６３６       ６,５２３  

        

    無 形 固 定 資 産   ６６９   ６８４         ６９６  

        

    投 資 等   １３,３７４   １１,３４６      １２,９１６  

     投 資 有 価 証 券   １４,８３２   １９,３３８      １８,２１８  

     子 会 社 株 式   １３,７３２   １２,６８４      １３,３８４  

     リ ー ス 未 収 入 金   ―   ９５           ― 
 

     そ の 他   １,２０１   １,４２１       １,３０９ 
 

     貸 倒 引 当 金   △８２   △１１４        △１１４  

     海外投資等損失引当金   △１６,３０９   △２２,０７７     △１９,８８１ 
 

       
        

     資 産 合 計   １４６,７７４   １２３,９２１     １３１,７２２  
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  中間貸借対照表（負債及び資本の部）   

                                                （金額単位：百万円） 
   
 
           期   別  

 科   目          

当  中  間  期 

(平成12年６月30日) 

前 年  中  間  期 

(平成11年６月30日) 

前       期 

(平成11年12月31日) 

 

      
    (負 債 の 部)     
      

   流 動 負 債   １０,４９９   １３,２５８         １２,３７１  
       
        
    買 掛 金       １,８８３       １,１７５       １,９３９  

    短 期 借 入 金            ３８０            ３８０             ３８０  

    １年内返済予定長期借入金 １,１８７        ８００       １,３８８  

    未 払 金 ４,４８９       ２,１０３       ６,４３２  

    未 払 法 人 税 等        １４３        ４１２         ２１７  

    前 受 金                     ３５４       ６,３０５           ０  

    そ の 他       ２,０６０       ２,０８０        ２,０１２  

   固 定 負 債   ２０,８２６   １０,２６５      １８,９３７  
       
      

    長 期 借 入 金      １１,２１０       ２,１９４      １１,４０５  
    退 職 給 与 引 当 金                   ７,０９５       ５,６０８       ４,９６３  

    廃 鉱 費 用 引 当 金        ８６１        ８０８         ９１３  

    債 務 保 証 損 失 引 当 金                  １,４４５      １,４４５       １,４４５  

    そ の 他        ２１３        ２０８         ２０７  

       

     負 債 合 計   ３１,３２６   ２３,５２３      ３１,３０８  
       
       

    (資 本 の 部)      
       

   資 本 金   １９,５７９   １３,３１０      １３,３１０  
       

   法 定 準 備 金   １４,３６５   ７,９８４       ８,０５７  
       

    資 本 準 備 金   １１,２２２   ４,９９３       ４,９９３  

    利 益 準 備 金   ３,１４２   ２,９９０       ３,０６３  

   剰 余 金   ８１,５０３   ７９,１０３      ７９,０４６  
      
      
    任 意 積 立 金      ７６,５６６      ７３,９１７      ７３,９１７  
    中間 (当期)未処分利益       ４,９３６       ５,１８５       ５,１２８  

    〔中間 (当期)純利益〕     〔 ３,３１７〕     〔 ３,５４６〕     〔 ４,２９４〕  

     資 本 合 計     １１５,４４８     １００,３９８     １００,４１４  

      

     負 債 及 び 資 本 合 計     １４６,７７４     １２３,９２１     １３１,７２２  
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４．中間損益計算書 

（金額単位：百万円） 
   
             期   別 

 

  科   目 

当  中  間  期 
自 平成12年１月１日 

至 平成12年６月30日 

前 年  中  間  期 
自 平成11年１月１日 

至 平成11年６月30日 

前       期 
自 平成11年１月１日 

至 平成11年12月31日 

 

      

   売 上 高  ２７,９９６  １９,９５６ ４１,１８０  

      

   売 上 原 価  １６,２３６  ９,２５８     ２１,７９５  

      

     売 上 総 利 益  １１,７５９  １０,６９７         １９,３８４  

      

   探 鉱 費  １,５７７  １,１５５       ２,３９４  

      

   販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ５,９３１  ５,０８０      １０,５９８  

      

     営 業 利 益  ４,２５０  ４,４６１       ６,３９２  

      

   営 業 外 収 益  １,２６６  １,２０５       １,９３９  

   営 業 外 費 用  ４０１  ７４９       ２,３２２  

      

     経 常 利 益  ５,１１５  ４,９１７       ６,０１０  

      

   特 別 利 益  ３７４  １         ２７４  

   特 別 損 失  ２,０４２  ９７５       １,６４５  

      

     税引前中間(当期)純利益  ３,４４７  ３,９４３       ４,６４０  

      

   法人税、住民税及び事業税                １３０   ３９７         ３４６  

      

     中 間 (当 期)純 利 益  ３,３１７  ３,５４６       ４,２９４  

      

   前 期 繰 越 利 益  １,６１８  １,６３９       １,６３９  

   中 間 配 当 額  －  －         ７３２  

   利 益 準 備 金 積 立 額  －  －          ７３  
 
  中 間 (当 期)未 処 分 利 益  ４,９３６  ５,１８５       ５,１２８          

 

 

 

 

 

 

 



 

 －７－ 

  

会計処理の方法の変更   

 

（退職給与引当金の計上方法）（退職給与引当金の計上方法）（退職給与引当金の計上方法）（退職給与引当金の計上方法）    

従業員に係る退職給与引当金については、従来、従業員退職手当規程に基づき自己都合

期末要支給額から適格退職年金資産残高を控除した金額を計上しておりましたが、将来支給

予測額計算の環境が整ったのを機に従業員の退職状況、年齢構成等の諸要因を検討したと

ころ、将来の退職に係る支給額の増加が見込まれることから、財務内容の健全化を図り、かつ

退職金費用の合理的な期間配分を行うため、当中間会計期間より、退職に係る将来支給予

測額を基礎とした現価方式による額から適格退職年金資産残高を控除した金額を計上する方

法に変更しました。この変更に伴い、過年度引当不足額２,０４２百万円を特別損失に計上して

おります。 

この結果、従来と同一の方法によった場合に比べ、営業利益及び経常利益は７２百万円減

少し、税引前中間純利益は２,１１４百万円減少しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 －８－ 

５．中間貸借対照表および中間損益計算書についての注記 

 

                      当 中 間 期     前 年 中 間 期     前      期 

 (１) 中 間 貸 借 対 照 表 

  ① 有形固定資産減価償却累計額   ８４,５５３百万円     ８０,４５６百万円     ８２,３２８百万円 

  ② 保 証 債 務    ３,５０４百万円      １,９５０百万円      ３,７２５百万円 

  ③ 自 己 株 式 

     株 式 数            ８,５２８株        ５,３３６株        ７,８０７株 

     価 額              ２百万円                ２百万円                 ２百万円 

  

 ④ 当中間期における発行済株式数の増加内容  

   発 行 形 態  第 三 者 割 当 

   発 行 株 式 数  額面普通株式 ３９,９３０千株 

   発 行 価 額  １株につき     ３１３円 

   発行価額の総額     １２,４９８,０９０,０００円 

   資 本 組 入 額  １株につき     １５７円 

   資本組入額の総額    ６,２６９,０１０,０００円 

   割 当 先  日 石三菱株式会社 

  （注）平成１２年１２月期中間決算短信のうち、平成１２年１２月期の「１株当たり予想当期純利益」の 

算定方法については、上記新株式を含めた期中平均株式数によっております。 

 

                      当 中 間 期     前 年 中 間 期     前      期 

 (２) 中 間 損 益 計 算 書 

  ① 減 価 償 却 実 施 額    ２,７７７百万円      ２,２１３百万円     ５,２６５百万円 

  ② 営 業 外 収 益 内 訳 

     受 取 利 息 及 び 割 引 料     １０５百万円       １８７百万円       ３２８百万円 

     受 取 配 当 金     ３７５百万円       ４１７百万円        ５３３百万円 

     受 取 歩 油 及 び 歩 ガ ス 代     ３４６百万円       ３０３百万円        ６１５百万円 

     賃 貸 料 収 入                  １１５百万円       １２３百万円       ２２２百万円 

     そ の 他 の 営 業 外 収 益     ３２３百万円       １７５百万円        ２３９百万円 

  ③ 営 業 外 費 用 内 訳 

     支 払 利 息 及 び 割 引 料     １５７百万円           ５９百万円       １３３百万円 

     廃 鉱 費 用 引 当 金 繰 入 額     １１１百万円        １０２百万円        ３２２百万円 

     有 価 証 券 評 価 損        ０百万円          ４４百万円        ３７９百万円 

     海外投資等損失引当金繰入額       －百万円        ４５６百万円         ７６２百万円 

     そ の 他 の 営 業 外 費 用     １３１百万円         ８６百万円        ７２５百万円 

 ④ 特 別 利 益 内 訳 

   過 年 度 償 却 債 権 取 立 益       ３５１百万円           －百万円        ２５５百万円 

  貸 倒 引 当 金 戻 入 額      ２３百万円              １百万円        －百万円 

  固 定 資 産 売 却 益       －百万円           －百万円           １９百万円 

  ⑤ 特 別 損 失 内 訳               

   過年度退職給与引当金繰入額      ２,０４２百万円         －百万円      －百万円 

     過年度役員退職慰労引当金繰入額         －百万円         ９７５百万円       ９７５百万円 

   固 定 資 産 臨 時 償 却 費          －百万円       －百万円          ６６９百万円 

 

 

 

 

 

 



 

 －９－ 

 

 (３) リース取引 
  
    

      当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期 
      

   リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス･

リース取引    

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス･

リース取引  

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス･

リース取引  

      

   1.リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

1.リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

1.リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

   

   

    (注)取得価額相当額の算定は、有形固

定資産の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法によっている。 

 (注)同左  (注)取得価額相当額の算定は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リ 

ース料期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法によっている。 

       

   2.未経過リース料中間期末残高相当額  2.未経過リース料中間期末残高相当額  2.未経過リース料期末残高相当額 

     １年内        ６５百万円    １年内        ８４百万円   １年内        ６７百万円 

     １年超       １０２百万円    １年超        ８９百万円   １年超        ７３百万円 
   
   合 計       １６８百万円     合 計       １７４百万円   合 計       １４１百万円 

   (注)未経過リース料中間期末残高相当

額の算定は、有形固定資産の中間期末

残高等に占める未経過リース料中間期

末残高の割合が低いため、支払利子込

み法によっている。    

(注)同左 (注)未経過リース料期末残高相当額の

算定は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法によって

いる。 
      
   3.支払リース料及び減価償却費相当額 3.支払リース料及び減価償却費相当額 3.支払リース料及び減価償却費相当額 
     支払リース料     ４４百万円   支払リース料     ４８百万円   支払リース料     ９５百万円 
     減価償却費相当額   ４４百万円   減価償却費相当額   ４８百万円   減価償却費相当額    ９５百万円 
      
   4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法 
    リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっている。 

 同左  同左 

      
      

 



 

 －１０－ 

 

６．部門別（製品別）売上高明細表 

                                                 （金額単位：百万円） 

  当 中 間 期    前 年 中 間 期    比 較 増 減    前        期 
  自 平成12年１月１日    自 平成11年１月１日      自 平成11年１月１日 
   至 平成12年６月30日     至 平成11年６月30日   （当中間期－前年中間期）     至 平成11年12月31日 
    

    期 別 
  
  

 部門別 
 数 量  金  額 比 率  数 量  金  額  比 率  数 量  金  額   増減率  数 量  金  額 比 率 

 天 然 ガ ス 
  百万m3 

    355 

  

  15,059 

     ％ 

     53.8 

  百万m3 

    334 

  

  14,432 

    ％ 

   72.3 

  百万m3 

     21 

  

    627 

    ％ 

      4.3 

百万m3 

  620 

 

  26,327 

     ％ 

   63.9 

   千ｔ        千ｔ     千ｔ        千ｔ   
 液化石油ガス 

      3      136       0.5       2       84     0.4      1      52      61.9      6     228      0.6 

    千kl         千kl         千kl         千kl   
 原       油 

      4       75       0.3       7       76     0.4    △3      △1     △1.3     11     144      0.3 

    千kl         千kl         千kl         千kl   
 石 油 製 品 

    262   12,573      44.9     164    5,064    25.4     98    7,509     148.3    362   13,837     33.6 

    ｔ         ｔ         ｔ         ｔ   
 ヨ ー ド 

    109      151       0.5     154      298     1.5    △45    △147    △49.3    370     641      1.6 

 合     計    27,996     100.0    19,956   100.0     8,040      40.3     41,180     100.0 
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７．有 価 証 券 の 時 価 等 
                                                                                                                                                                           （金額単位：百万円） 

   

       当 中 間 期      前 年 中 間 期     前      期  
     （平成12年６月30日現在）   （平成11年６月30日現在）   （平成11年12月31日現在）  
      
    中間貸借      中間貸借      貸  借    
    

 
対  照  表  

 
時  価  

 
評価損益  

 
対  照  表  

 
時  価  

 
評価損益  

 
対  照  表  

 
時  価  

 
評価損益  

    
 
計  上  額      

 
計  上  額      

 
計  上  額    

            

  （１）流動資産に属するもの           
       株    式     13,973     25,420     11,447     12,308     24,648     12,340     11,954     23,395     11,441  
       債    券          519          520              1          363          371              7          519          519        △  0  
       そ            の        他        3,800       3,828            28       1,700       1,704              4       3,800       3,823            23  
            

        小  計     18,293       29,770     11,476     14,371       26,724     12,352     16,274     27,737     11,463  
            

  （２）固定資産に属するもの           
       株    式            16            23              6              0              5              5              0              7              6  
       債    券          101          100        △  0             －             －        －          611          608        △  3  
       そ         の      他             －             －             －             －             －        －     －        －        －  
            

        小  計          117       123      6              0      5      5          612          615              2  
            

             合     計     18,410     29,893     11,482     14,372     26,730     12,358     16,886     28,352     11,466  
              
（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法  
            (1) 上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所における最終価格 
    (2) 店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等 
    (3) 気 配 等 を 有 す る 有 価 証 券 
     （(1),(2)に該当する有価証券を除く） 
    (4) 非上場の証券投資信託の受益証券   

日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配等 
 
基準価格 

    (5) 上 記 以 外 の 債 券                   日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に 
     （時価の算定が困難なものを除く）   基づき算定した価格 
   ２．株式には、自己株式を含めて表示している。 
     なお、評価損益は次のとおりである。 
                                   当中間期    前年中間期   前  期  
      流動資産に属するもの           0 百万円      △  0 百万円      △  0 百万円  

３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額及び貸借対照表計上額  
                                   当中間期    前年中間期   前  期  
    (1)   流 動 資 産  残存償還期間が１年以内の非上場の内国債券 1,008 百万円 1,022 百万円 218 百万円  
                           非上場の外国債券 698 百万円 3,501 百万円  899 百万円  
                                             割引金融債 6,309 百万円 3,746 百万円 4,874 百万円  
                                              マネー・マネージメント・ファンド 9,426 百万円 5,275 百万円 4,819 百万円  
 フリー・ファイナンシャル・ファンド 500 百万円 200 百万円 200 百万円  
 コマーシャルペーパー － 百万円 498 百万円 1,497 百万円  
 クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 － 百万円 1,000 百万円 － 百万円  
    (2)   固 定 資 産    残存償還期間が１年以内の非上場の内国債券 510 百万円 － 百万円 － 百万円  
                                             店頭売買株式を除く非上場株式 27,434 百万円 31,519 百万円 30,488 百万円  
 非上場の外国債券 500 百万円 500 百万円 500 百万円  
７．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
        当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はない。 

種 類 


